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⻭科医療利⽤の全国差を分析 
〜緊急性の⾼い治療や咬合回復治療では⼩さい〜 

 
我が国の⻭科医療は国⺠皆保険により全国⼀律に提供されています。しかし近年、国⺠の⻭科疾患に

ついて、地域間や社会経済学的な要因による健康格差の存在が報告されるようになりました。また、⼝
腔の健康維持は全⾝疾患の予防とも関連するとされています。健康⽇本21（第２次）の⽬標である健康
格差の解消は、⻭科⼝腔保健においても重要です。 

格差の解消に向けた施策を検討するには、国⺠の⻭科疾患罹患や⻭科医療供給に関する実態把握が
⽋かせません。このため本研究では、厚⽣労働省が公開している電⼦レセプトの匿名化情報「NDBオ
ープンデータ」を⽤いて全国の⻭科医療受診状況を⽐較するとともに、地域の医療供給・社会経済的要
因との関連について分析しました。 

⻭科医療利⽤の全国（都道府県）差は、外来受診では最⼤1.4倍、緊急性の⾼い治療や義⻭の作成な
ど咬合回復治療でも最⼤2倍未満にとどまり、⽐較的⼩さいことが⽰されました。⼀⽅、⻭周病治療や
訪問診療では全国差が⼀定程度存在する可能性が⽰されました。また、⻭科医療利⽤と地域の所得や教
育⽔準との関連が認められました。 

過去の研究からも、⻭科治療の受診は地域及び個⼈の社会経済的要因の影響が他の診療科に⽐べ⼤
きいことが指摘されています。今後は、さらに詳細な地域単位や個⼈レベルで、⻭科医療利⽤と地域・
社会経済的要因との関連を調査し、受診の障害となっている要因を検討することが求められます。加え
て、⻭科健診結果の利⽤など国⺠の⼝腔疾患の実態分析を可能とする情報収集⼿段の構築が期待され
ます。 

⻭科医療に関する多⾯的な情報を収集検討することにより、⾼齢化が⼀層進んでいく社会に対応す
る⻭科医療体制の整備が推進されることが望まれます。 
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 研究の背景  
我が国の⻭科医療は国⺠皆保険により全国⼀律に提供されています。しかし近年、国⺠の⻭科疾患につい

て、地域間や社会経済学的な要因による健康格差の存在が報告されるようになりました。 
⻭科⼝腔保健の推進に関する提⾔(⻭科⼝腔保健の推進に関する基本的事項中間評価報告書)において、我

が国では⻭科疾患の地域間や社会経済学的な要因による健康格差の縮⼩が必要であることが指摘されていま
す。健康⽇本21（第２次）及び⻭科⼝腔保健法の理念を実現するための、今後の適切な⻭科医療供給への
取り組みに資する基礎資料を作成するため、本研究では現在の全国の⻭科医療受診状況および⻭科医療受診
と地域の社会経済的要因との関連を検討しました。 
 
 研究内容と成果  
 本研究チームは、2019年に厚⽣労働省から公表された第４回NDBオープンデータ注1）を活⽤して研究を実
施しました。2017年４⽉から2018年３⽉までに⻭科診療所で保険診療を受けた全国の患者さんのレセプト
データから、⻭科医療利⽤の指標として①外来受診、②訪問⻭科診療、③う蝕除去、④⻭の神経の除去、⑤
⻭⽯除去、⑥⻭周外科処置、⑦抜⻭、⑧ブリッジ作成、⑨義⻭作成の９項⽬を集計し、全国（都道府県）⽐
較を⾏いました。また、地域の⻭科医院数や社会経済的要因との関連についても検討しました。 

全国⽐較ではまず、上記９項⽬（①〜⑨）のレセプト算定回数（それぞれの項⽬の診療が⾏われた回数）
を都道府県ごとに集計しました。各都道府県の⼈⼝構成には差があるため、それらの算定回数の標準化を⾏
い、標準化診療⾏為⽐（Standardized Claim Ratio : SCR)注２）として算出しました。その上で、９指標の
SCRの分布と最⼤値/最⼩値を求め、全国の⻭科医療状況の⽐較を⾏いました。また、⻭科医療利⽤と地域
の⻭科医療供給および社会経済的要因との関連を検討するため、全国47都道府県を⼈⼝当たりの⻭科医院
数、県⺠平均所得、⼤学進学率の割合に基づいて三つのグループに分けて⽐較検討しました。 

９指標の分布を参考図１に⽰します。47都道府県の最⼤値/最⼩値はそれぞれ、①外来受診1.4、②訪問⻭
科診療19.3、③う蝕除去1.5、④⻭の神経の除去1.4、⑤⻭⽯除去3.1、⑥⻭周外科処置17.6、⑦抜⻭1.3、⑧
ブリッジ作成1.7、⑨義⻭作成1.3でした。 

また、都道府県の⼈⼝当たりの⻭科医院数は⻭科診療所へのアクセスと関連がみられました。都道府県別
の平均所得（県⺠所得）と⼤学進学率（両者とも地域の⼈⼝当たりの⻭科医院数で補正）は、⻭科診療所へ
のアクセスとの関連は認められませんでした。⼀⽅で、県⺠所得と⼤学進学率は、⻭周病治療の予防･初期
治療としての⻭⽯除去とは正の関連がみられ(p<0.05)、⻭の神経の除去、抜⻭、ブリッジ、義⻭とは負の関
連がみられました(p<0.05)（図２―４）。 

以上の結果より、47都道府県の⻭科医療利⽤は外来受診では最⼤1.4倍、う蝕除去など緊急性の⾼い治療
や義⻭作成など咬合回復治療では最⼤2倍未満と⽐較的⼩さく、⻭周病治療や訪問診療では全国差が⼤きい
可能性が⽰唆されました。また、地域の社会経済的要因は受けている歯科治療の内容と関連している可能
性が⽰唆されました。 

本研究は保険診療を分析対象としているため、保険給付外の⻭科治療（セラミックブリッジやインプラン
ト治療）などは含まれておらず、また地域の⼝腔疾患の差は考慮していないなど、研究上の限界がありま
す。しかし、保険診療を⾏う国内全ての⻭科診療所を対象としたデータに基づく、全国の⻭科利⽤状況が把
握できたことは、今後の⻭科医療の在り⽅を検討するために意義深いと考えます。 

 
 今後の展開  

過去の研究からも、⻭科治療は、地域及び個⼈の社会経済的要因の受診に対する影響が他の診療科に⽐べ
⼤きいことが指摘されています。今後は、さらに詳細な地域単位や個⼈レベルでの⻭科医療利⽤に関連する
要因の分析を進めるとともに、潜在する⻭科医療ニーズの把握が必要と考えられます。 
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現在、成⼈の⻭科健診は公的機会が⼗分に確保されていないこともあり、その受診率は低い状況が続いて
います。今後は、健診体制の改善とともに、⻭科健診結果の利⽤など国⺠の⼝腔疾患の実態分析を可能とす
る情報収集⼿段の構築が求められます。⻭科医療に関する需要と供給の情報を広く収集分析することによ
り、これからの⾼齢化した社会において増加する⾼齢者の⻭周病や、⻭科診療所への通院が難しくなった
⽅々の⼝腔疾患に対しても、⻭科治療が⾏き渡る医療体制の構築が望まれます。 

 

 

【図１】全国47都道府県の⻭科医療受診状況の⽐較 
 

 
【図２】⻭科医院数（⼈⼝当たり）による⻭科医療受診状況の⽐較（全国47都道府県を3群に分類） 
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【図３】地域の県⺠所得による⻭科医療受診状況の⽐較（全国47都道府県を3群に分類） 
 
 
 

 
 
【図４】地域の⼤学進学率による⻭科医療受診状況の⽐較（全国47都道府県を3群に分類） 
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注１）ＮＤＢオープンデータ 「⾼齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、厚⽣労働省は「レセ

プト情報・特定健診等情報データベース」（ＮＤＢ）を運⽤している。ＮＤＢには保険診療に
まつわるさまざまなデータが含まれており、全数に近い国⺠の医療動向を把握することができ
る。2016年からは、このうち基礎的な集計表を「ＮＤＢオープンデータ」として公表してい
る。第４回は2019年に公開された。 

注２）標準化⻭科診療⾏為⽐（Standardized Claim Ratio : SCR ） ⼈⼝構成（性･年齢）の違いを考
慮した上で⽐較するため、各都道府県の診療⾏為算定回数を標準化（間接法）した値のこと。
ＳＣＲ値が100の場合、その都道府県の⼈⼝構成を考慮した⻭科医療の利⽤は⽇本全体と同じで
あることを⽰す。値が100より⼤きい（⼩さい）ということは、⽇本全体よりも⻭科医療の利⽤
が多い（少ない）ことを意味する。 
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